
事　業　評　価　シ　ー　ト 消防救急無線デジタル化整
備事業

245110

245110 消防救急無線デジタル化整備事業

共に考え　共に歩む　安心のまち

消防

消防施設等の整備・充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

消防救急無線のデジタル

特定の受益者なし（全市民）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

消防救急無線をアナログからデジタル方式に県、各市町村が共同で共通波を移行するための費用を負担する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

消防管理課消防

市

電波法・消防組織法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 23 年度 平成 28 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１７年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

- - -23 (決算) - - -- - -

- - -24 (予算) - - -- - -

- - -25 (計画) - - -- - -

- - -26 (計画) - - -- - -

- - -27 (計画) - - -- - -

- - -28 (計画) - - -- - -

消防救急無線デジタル化整
備事業

245110521/1292 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 消防救急無線デジタル化整
備事業

245110

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

消防救急無線の広域化・共同化による費用の節減及び広域での安定した通信を確保する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

平成20年度電波伝搬路調査、21年度基本設計、23年度実施設計、24年度から26年度で工事施工、27年度で共通波運
用開始する。活動波については、各市町が実施する。多額の費用を必要とする。

・事業実施上の検討課題

成果指標

消防救急無線デジタル化整備率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
　消防救急無線のデジタル化を広域化・共同化して、県、
各市町で実施する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

電波法・消防組織法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

5023 (決算) 5050.00

6024 (予算) -60.00

7025 (計画) -70.00

8026 (計画) -80.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

1,291 11423 (決算) 248 1,539

14 13024 (予算) 291 305

62,045 13025 (計画) 290 62,335

58,106 13026 (計画) 290 58,396

3,020 3027 (計画) 67 3,087

3,020 3028 (計画) 67 3,087

消防救急無線デジタル化整
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 消防救急無線デジタル化整
備事業

245110

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

消防救急無線デジタル化整
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 消防救急無線デジタル化整
備事業

245110

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
10

電波法の改正で平成２８年５月までにデジタル方式に移行が必要
があり、県内消防本部で共同で、平成２６年度までに整備するよう
に進めている。

9
9
10

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
9
9

共通波は、県内消防本部と、活動波は海老名市、綾瀬市と３市で
共同で低コストで整備を行っている。 9

9
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

消防救急無線のデジタル化は、多額な経費がかかるため共同化
すれば、システムの構築を一本化することで経費の節減につなが
る。

9
8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
9

全ての災害で活用し対応をする。
8
9

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
9

県内消防本部で共同化による整備計画のため、統一整備が必
要。 10

10

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
B ・

B ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・

A ・
B ・

B ・
A ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 B ・ 10 10A ・

内部評価

10

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

電波法の改正によるもので、広域での安定した通信の確保には必要である。広域での整備は費用の節
減の面において効率的である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

消防救急無線デジタル化整
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 消防署消防車両更新事業245113

245113 消防署消防車両更新事業

共に考え　共に歩む　安心のまち

消防

消防施設等の整備・充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

消防車両

市民全体（特定の受益者なし）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

消防車両の更新を計画的に図る。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

消防車両の更新台数 14 台

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

消防管理課消防

市

消防組織法第8条

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 23 年度 平成 28 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和４０年代

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

消防車両の更新台数

1 - -23 (決算) 1 - -7.10 - -

1 - -24 (予算) - - -7.10 - -

1 - -25 (計画) - - -7.10 - -

0 - -26 (計画) - - -0.00 - -

0 - -27 (計画) - - -0.00 - -

1 - -28 (計画) - - -7.10 - -

消防署消防車両更新事業245113525/1292 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 消防署消防車両更新事業245113

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

複雑多様化する災害に備え、最新の車両及び資機材を装備した消防車両を整備し、市民の生命・財産を災害から守る。
（NOx法及び老朽化）

・意図（どういう状態にしたいのか）

消防力の整備指針に基き、最新の消防車両を整備しているが、地域の実情を鑑み、整備計画を図る。国庫補助金等が
難しく、防衛等の補助金を模索する。
※防衛等の補助金が不採択の場合は、再編交付金を活用

・事業実施上の検討課題

成果指標

消防車両の更新率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
確実度、安全度の向上
整備率＝（整備済数／整備予定数）
×100

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
　コストを維持して、目的の消防車両を整備し、市民の生
命・財産を災害から守る。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

消防組織法第8条

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

2823 (決算) 2828.00

3524 (予算) -35.00

4225 (計画) -42.00

026 (計画) -0.00

027 (計画) -0.00

5028 (計画) -50.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

34,008 9623 (決算) 209 34,217

61,663 9624 (予算) 215 61,878

9,100 3625 (計画) 80 9,180

0 3626 (計画) 80 80

0 18427 (計画) 409 409

200,300 18428 (計画) 409 200,709

消防署消防車両更新事業245113526/1292 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 消防署消防車両更新事業245113

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 消防署消防車両更新事業245113

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
8
9

複雑多様化する災害に対応するため、装備の充実を図り体制を強
化する。 9

8
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
7
7

車両の耐用年数等を車種ごとに見直しを行っている。
9
7
7

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

水火災等から市民の生命財産を保護するためには、効果がある。
9
9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
9

市民の生命財産の保護は、市民全体に対して公平である。
9
9

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
9

Nox・PM法基準に適合した車両整備が必要。
8
9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
A ・

A ・
B ・
B ・

A ・
A ・

A ・
A ・

B ・
A ・

A ・
B ・
A ・

A ・
B ・

B ・

A ・
A ・

B ・
A ・

B ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

市民の生命や財産を守るうえで、必要不可欠な事業である。消防車両のNOX法への対応や老朽化車両
の更新であり、優先性は極めて高く、必要性も高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 消防署消防車整備事業245116

245116 消防署消防車整備事業

共に考え　共に歩む　安心のまち

消防

消防施設等の整備・充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市民

特定の受益者なし（全市民）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

老朽化した消防車両の整備をし、維持管理に努める。特殊車両の各機材等の保守に努める。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

消防管理課消防

市

消防組織法第8条

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 23 年度 平成 28 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和４０年代

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

- - -23 (決算) - - -- - -

- - -24 (予算) - - -- - -

- - -25 (計画) - - -- - -

- - -26 (計画) - - -- - -

- - -27 (計画) - - -- - -

- - -28 (計画) - - -- - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 消防署消防車整備事業245116

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

老朽化した消防車両の整備をし、維持管理及び特殊車両の各機材等の保守に努め、市民の生命財産を災害から保護
する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

はしご車（38ｍ級）分解整備（2回目）が必要である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

車両整備及び保守の整備率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
車両整備及び保守の現状／整備計画
×100

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
　消防車両を整備し、維持管理及び特殊車両の各機材
等の保守に努め、市民の生命財産を災害から保護する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

消防組織法第8条

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10023 (決算) 100100.00

10024 (予算) -100.00

10025 (計画) -100.00

10026 (計画) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

39,629 22023 (決算) 478 40,107

11,551 22024 (予算) 492 12,043

11,297 20025 (計画) 447 11,744

15,382 20026 (計画) 445 15,827

11,747 20027 (計画) 444 12,191

11,382 20028 (計画) 444 11,826
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事　業　評　価　シ　ー　ト 消防署消防車整備事業245116

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

十分効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 消防署消防車整備事業245116

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
7
9

特殊消防車両（はしご車、救助工作車、化学車）は、約２０年使用
するため、機能維持及び安全性が必要のため、国の整備指針に
基き定期的に整備が必要。

9
7
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
7
9

法的な車両点検を定期的に実施し、故障が起きないよう務めてい
る。 9

7
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

消防車両の維持管理は、消防活動に不可欠である。
9
9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

市民の生命、財産の保護は、市民全体に対し公平である。
9
9

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

消防車両は、機能不良による二次災害の危険性が大きい、定期
的な整備必要。 8

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
A ・

A ・
B ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

B ・
A ・

A ・
B ・
A ・

A ・
B ・

A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

特殊消防車両の維持管理は消防活動に不可欠である。災害時における活動において機能不良による二
次災害防止にとっても必要不可欠である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 消防水利整備事業245119

245119 消防水利整備事業

共に考え　共に歩む　安心のまち

消防

消防施設等の整備・充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

消防水利

特定の受益者なし（全市民）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

消火栓及び耐震性貯水槽を計画的に設置する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

消火栓新設数（第四次座間市総合計画期間内） 9 基

耐震性貯水槽数（第四次座間市総合計画期間内） 21 基

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

消防総務課消防

市

消防法

事業主体 補助補助単独 継続新規・継続

平成 23 年度 平成 28 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和４２年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

消火栓新設数（第四次座間市
総合計画期間内）

耐震性貯水槽数（第四次座間
市総合計画期間内）

0 12 -23 (決算) 0 12 -0.00 57.10 -

0 13 -24 (予算) - - -0.00 61.90 -

1 14 -25 (計画) - - -11.10 66.70 -

2 15 -26 (計画) - - -22.20 71.40 -

3 16 -27 (計画) - - -33.30 76.20 -

4 17 -28 (計画) - - -44.40 81.00 -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 消防水利整備事業245119

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

市内全域を消防水利の基準に適合するよう努める。特に密集地域においての火災発生時、迅速に対応することで、市民
の生命、財産を守り、被害を最小限にする。

・意図（どういう状態にしたいのか）

未設置区域の防火水槽用地の確保が困難である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
阪神淡路大震災以降耐震性貯水槽を設置することにより
消防活動を高め災害時の被害を最小限にする。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

消防法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-23 (決算) --

-24 (予算) --

-25 (計画) --

-26 (計画) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

8,869 15823 (決算) 343 9,212

10,297 18424 (予算) 412 10,709

17,930 18425 (計画) 411 18,341

17,930 18426 (計画) 410 18,340

17,930 18427 (計画) 409 18,339

17,930 18428 (計画) 409 18,339

消防水利整備事業245119534/1292 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 消防水利整備事業245119

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

消防水利整備事業245119535/1292 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 消防水利整備事業245119

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
7
10

消防水利の充足率の向上を目指す。
8
7
10

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
9
9

消防水利については、災害によって効果がでるものであるが、消
防水利を設置したことにより、市民の安心感、被害軽減の観点から
して、効果があると思料される。

9
9
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

市民生活に十分貢献している。
9
9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
10

軽可搬消防ポンプを保持している組織の利用、また、消防水利を
設置したことにより、市民が公平に安心感を持つことになると思料
される。

10
10

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

大規模地震の切迫性が指摘されており、他の事業と比較して優先
的に実施すべきと思料される。 9

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

B ・
B ・
A ・

A ・
A ・

A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 10A ・10

内部評価

10

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

災害発生時の消防活動において必要不可欠のものであり有効性は高いが、地域性を考慮した設置に努
める必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

消防水利整備事業245119536/1292 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 東・北分署増改築等整備事
業

245158

245158 東・北分署増改築等整備事業

共に考え　共に歩む　安心のまち

消防

消防施設等の整備・充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

特定の受益者なし（全市民）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

東・北分署が老朽化が著しく、増築等工事を実施する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

増改築工事 2 式

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

消防管理課消防

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 23 年度 平成 28 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２２年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

増改築工事

0 - -23 (決算) 0 - -0.00 - -

1 - -24 (予算) - - -50.00 - -

0 - -25 (計画) - - -0.00 - -

1 - -26 (計画) - - -50.00 - -

0 - -27 (計画) - - -0.00 - -

0 - -28 (計画) - - -0.00 - -

東・北分署増改築等整備事
業

245158537/1292 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 東・北分署増改築等整備事
業

245158

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

東・北分署の増築等工事を実施し、職場の環境整備を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

東分署の耐震診断の結果では、設計委託・監理委託・工事費が増になる。
　仮設及び借上料が生じる可能性がある。　

・事業実施上の検討課題

成果指標

東・北分署の増改築整備率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
東分署の耐震診断の実施
北分署の増築等工事設計委託の実施

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
東・北分署の増築等を実施し、消防拠点の整備を行う。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

5023 (決算) 5050.00

5024 (予算) -50.00

5025 (計画) -50.00

10026 (計画) -100.00

027 (計画) -0.00

028 (計画) -0.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

2,400 6023 (決算) 130 2,530

20,782 30024 (予算) 671 21,453

4,051 21025 (計画) 469 4,520

34,000 10026 (計画) 223 34,223

0 027 (計画) 0 0

0 028 (計画) 0 0

東・北分署増改築等整備事
業

245158538/1292 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 東・北分署増改築等整備事
業

245158

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

ほぼ適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

東・北分署増改築等整備事
業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 東・北分署増改築等整備事
業

245158

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

7
8
7

職員の活動環境を改善することは、災害活動時、有効に機能す
る。 7

8
7

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
9
9

改修を最小限に抑え、環境整備をする。
9
9
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

消防全体の活動環境の改善は、災害対応に大きく貢献する。
9
8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

職員の環境整備は、市民の安心、安全につながる。
9
8

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

建築から３０年ぐらい経っているので、施設の老朽化で改修が必
要。 9

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
B ・

A ・
A ・
A ・

A ・
B ・

A ・
B ・

A ・
A ・

B ・
B ・
B ・

A ・
A ・

A ・

A ・
B ・

B ・
B ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 B ・ 9A ・8

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

施設の老朽化のため必要な事業である。厳しい財政状況の中、低コストでの改修が求められる。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

東・北分署増改築等整備事
業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 高規格救急車整備事業245161

245161 高規格救急車整備事業

共に考え　共に歩む　安心のまち

消防

消防施設等の整備・充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

高規格救急車

救急出場件数（4,300件）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

高規格救急車と高度救命処置用機材の整備を図る。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

高規格救急車整備・更新台数（累積） 5 台

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

消防管理課消防

市

消防組織法　第８条

事業主体 補助補助単独 継続新規・継続

平成 23 年度 平成 28 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成７年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

高規格救急車整備・更新台数
（累積）

0 - -23 (決算) 0 - -0.00 - -

0 - -24 (予算) - - -0.00 - -

1 - -25 (計画) - - -20.00 - -

0 - -26 (計画) - - -0.00 - -

2 - -27 (計画) - - -40.00 - -

3 - -28 (計画) - - -60.00 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 高規格救急車整備事業245161

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

都市化の進展、人口増など社会情勢の変化により、救急等災害の複雑多様化に対応するため、消防力の整備指針に基
づく、人口3万人に1台の高規格救急車を配備し、高度救急処置のより一層の充実を図る。（4台・1台予備車）

・意図（どういう状態にしたいのか）

4隊出場も年々増加しており、将来的に1隊増隊の必要がある。

・事業実施上の検討課題

成果指標

高規格救急車の整備率（％）成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
確実度の向上、安全度の向上
整備率＝（整備済数／整備予定数）
×100

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
　コストを維持して、目的規格の車両を整備し、市民の安
全を確保する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

消防組織法　第８条

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

023 (決算) 00.00

2024 (予算) -20.00

4025 (計画) -40.00

026 (計画) -0.00

6027 (計画) -60.00

8028 (計画) -80.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

0 023 (決算) 0 0

0 11624 (予算) 260 4,300260 60

40,021 25025 (計画) 558 4,30040,579 9,437

0 026 (計画) 0 0

41,694 36627 (計画) 813 4,30042,507 9,885

41,694 27828 (計画) 618 4,30042,312 9,840
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○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

ほぼ適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（10点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（10点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 高規格救急車整備事業245161

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
9
9

年々需用が増加しており、整備が必要不可欠である。
10
9
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
8
8

市民サ－ビスの面からして、効果が上がっていると思料される。
9
8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

十分市民の安心･安全に貢献している。
9
9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

救急出場件数が増加している中、ニ－ズの多様化に伴い、受益
者増が見込まれる。 9

8

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
10

高齢社会を迎え、優先的に進める必要がある。
9
10

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

A ・
B ・
B ・

A ・
A ・

A ・
B ・

A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
B ・

B ・

A ・
A ・

A ・
B ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 B ・ 10 10A ・

内部評価

10

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

心肺蘇生の確保など人命救助に必要不可欠な救急車両の整備であり、必要性、有効性、優先性とも極
めて高い。高齢化社会の中で年々需用が高まってきている。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 救急活動事業245164

245164 救急活動事業

共に考え　共に歩む　安心のまち

消防

消防施設等の整備・充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市民

救急出場件数（負傷者）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

救急業務活動における高度化資機材等を整備し充実を図る。搬送者の半数以上が軽症の負傷者のため、正しい救急
車の利用について、市民にピーアールをし、救急出場件数を減少させる。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

救急出場件数 4,300 件

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

消防管理課消防

市

消防組織法　第8条

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 23 年度 平成 28 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和４０年代

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

救急出場件数

5000 - -23 (決算) 5000 - -116.30 - -

4900 - -24 (予算) - - -114.00 - -

4800 - -25 (計画) - - -111.60 - -

4700 - -26 (計画) - - -109.30 - -

4600 - -27 (計画) - - -107.00 - -

4500 - -28 (計画) - - -104.70 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 救急活動事業245164

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

救急資機材の整備等により救急業務活動の万全な体制を確保し、市民の生命、保護に一層の充実を図るとともに、正し
い救急車の利用について、市民に広報「ざま」・市のホームページ等でピーアールをし、救急法講習等普及啓発に努め
救急出場件数を減少させる。（急を要する重症の傷病者からの要請に対応できるように）

・意図（どういう状態にしたいのか）

　毎年、軽症の傷病者が搬送件数の50％以上を占めている状況の中、正しい救急車の利用について、市民にピーアー
ルをしても、市民の皆さんに理解を得るのが難しい。
　AEDの配備については、県費を活用し、消防で購入をしておりましたが、更新については各課で対応する(リース等）

・事業実施上の検討課題

成果指標

救急搬送軽症者の搬送率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
搬送件数の軽症患者の割合を毎年
2％減少させる。

目標値 40

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
　軽症の救急搬送件数を減少させ、急を要する重症の傷
病者からの要請に対応できるようにする。正しい救急車の
利用について市民にピーアールする。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

消防組織法　第8条

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

5023 (決算) 50125.00

4824 (予算) -120.00

4625 (計画) -115.00

4426 (計画) -110.00

4227 (計画) -105.00

4028 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

6,142 1579223 (決算) 34,316 40,458

5,089 1369224 (予算) 30,643 35,732

6,950 1369225 (計画) 30,574 37,524

6,950 1369226 (計画) 30,492 37,442

6,950 1369227 (計画) 30,424 37,374

6,950 1369228 (計画) 30,424 37,374
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事　業　評　価　シ　ー　ト 救急活動事業245164

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要性が高い。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

ほぼ適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
8

救急件数の増大は、市民が必要としているが、その反面、軽症患
者の搬送抑止が必要である。 9

9
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
9
9

救急法の啓発に積極的に進めており、講習会等を多く開催し、啓
発に努めている。 9

9
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

市民の救急法の向上は、安心、安全に寄与する。
8
9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

ひとりひとりの市民が、いつでも、どこでも、緊急時に利用できる体
制を整備することが必要。 9

8

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

市民の生命の保持に事業を堅持し、拡大する必要がある。
9
9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
B ・

A ・
A ・
A ・

B ・
A ・

A ・
B ・

A ・
A ・

A ・
A ・
B ・

A ・
A ・

A ・

A ・
A ・

A ・
B ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

軽症の傷病者の搬送件数が増えており、正しい救急車の利用について市民に周知する必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

救急活動事業245164548/1292 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 消防団消防車更新事業245173

245173 消防団消防車更新事業

共に考え　共に歩む　安心のまち

消防

消防施設等の整備・充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

消防団消防車両・消防団員

特定の受益者なし(全市民)

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

消防団車両を計画的に更新する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

消防ポンプ自動車更新台数 5 台

小型ポンプ付積載車更新台数 4 台

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

消防総務課消防

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 23 年度 平成 28 年度計画期間 ～準備段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和４０年代

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

消防ポンプ自動車更新台数 小型ポンプ付積載車更新台数

0 0 -23 (決算) 0 0 -0.00 0.00 -

1 0 -24 (予算) - - -20.00 0.00 -

2 0 -25 (計画) - - -40.00 0.00 -

3 0 -26 (計画) - - -60.00 0.00 -

4 0 -27 (計画) - - -80.00 0.00 -

4 1 -28 (計画) - - -80.00 25.00 -

消防団消防車更新事業245173549/1292 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 消防団消防車更新事業245173

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

現在配備している消防団車両の老朽化に伴い、消防車両の更新を行い大規模災害等が発生した場合に対応できる体
制を確立する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

各車両の老朽化による維持管理

・事業実施上の検討課題

成果指標

成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
最新鋭の整備を現行のコストで整備する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-23 (決算) --

-24 (予算) --

-25 (計画) --

-26 (計画) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

0 023 (決算) 0 0

15,419 282424 (予算) 6,320 21,739

16,000 282425 (計画) 6,306 22,306

16,000 282426 (計画) 6,289 22,289

16,000 282427 (計画) 6,275 22,275

8,300 282428 (計画) 6,275 14,575

消防団消防車更新事業245173550/1292 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 消防団消防車更新事業245173

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

ほぼ適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 消防団消防車更新事業245173

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
9

消防団車両は、災害時に活動するに必要な設備で、装備の充実
を図る上で定期的に更新が必要である。 8

8
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
8

車両更新時期を延伸し、車両整備を万全にしている。
8
8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

更新することにより、性能アップなどの機能充実が図られる。
9
9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

9
8

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

ＮＯＸ・ＰＭ法で規制されている消防車両の整備が必要。
9
9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
A ・

B ・
B ・
B ・

A ・
A ・

A ・
B ・

A ・
A ・

B ・
B ・
A ・

B ・
B ・

B ・

A ・
A ・

A ・
B ・

A ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

消防団車両は、市民の生命や財産を守るうえで必要な設備であり、定期的に更新が必要である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 消防団組織編成事業245179

245179 消防団組織編成事業

共に考え　共に歩む　安心のまち

消防

消防施設等の整備・充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

消防団員

消防団員

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

消防団員の報酬・消防団員の災害活動の補助

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

消防団員数 223 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

消防総務課消防

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 23 年度 平成 28 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和４０年代

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

消防団員数

216 - -23 (決算) 216 - -96.90 - -

223 - -24 (予算) - - -100.00 - -

223 - -25 (計画) - - -100.00 - -

223 - -26 (計画) - - -100.00 - -

223 - -27 (計画) - - -100.00 - -

223 - -28 (計画) - - -100.00 - -

消防団組織編成事業245179553/1292 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 消防団組織編成事業245179

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

消防団員の確保を確実にし、組織運営を円滑にかつ効率的にすることにより、市民の財産を守る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

全国的に消防団員の確保が難しい状況にある。

・事業実施上の検討課題

成果指標

消防団員充足率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
実員/条例定員×１００

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
　消防団員の確保を確実に行い、組織運営を円滑に行う

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

9623 (決算) 9696.00

10024 (予算) -100.00

10025 (計画) -100.00

10026 (計画) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

44,053 38023 (決算) 826 22344,879 201,250

46,353 38424 (予算) 859 22347,212 211,715

48,762 38425 (計画) 857 22349,619 222,509

48,762 38426 (計画) 855 22349,617 222,499

48,762 38427 (計画) 853 22349,615 222,490

48,762 38428 (計画) 853 22349,615 222,490
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事　業　評　価　シ　ー　ト 消防団組織編成事業245179

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

ほぼ適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（9点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 消防団組織編成事業245179

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
9
10

消防団は、市町村単位で構成するボランティア団体で、大災害時
に、地域住民のために救助活動等を行うために必要である。 10

9
10

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
7
8

消防団員の確保に消防全体で取り組んでいる。
9
7
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
9

消防団員の資質の向上を図り、災害対応に万全を期している。
8
9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

大規模災害が発生した場合は、人命救助、消防活動を行い、多く
の市民を災害から守る。 9

8

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

大災害の発生が危惧される中、消防団員の確保は最重要課題で
ある。 9

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

A ・
B ・
B ・

B ・
A ・

A ・
B ・

A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
B ・

B ・

B ・
A ・

B ・
B ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 B ・ 9A ・8

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

消防団は、市町村単位で構成するボランティア団体で、災害が発生した場合は人命救助、消防活動を行
い多くの市民を災害から守ることから、団員の確保は重要課題である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 緊急消防援助隊運用事業245191

245191 緊急消防援助隊運用事業

共に考え　共に歩む　安心のまち

消防

消防施設等の整備・充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市民及び緊急援助隊

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

他都市からの消防緊急援助隊の受援活動がスムーズにできる体制の確保及び当市の消防緊急援助隊が他都市へ応援
する時に必要な備品の整備、備蓄を行う。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

緊急援助隊資機材整備率 100 ％

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

消防総務課消防

市

消防組織法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 23 年度 平成 28 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１４年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

緊急援助隊資機材整備率

80 - -23 (決算) 80 - -80.00 - -

100 - -24 (予算) - - -100.00 - -

100 - -25 (計画) - - -100.00 - -

100 - -26 (計画) - - -100.00 - -

100 - -27 (計画) - - -100.00 - -

100 - -28 (計画) - - -100.00 - -

緊急消防援助隊運用事業245191557/1292 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 緊急消防援助隊運用事業245191

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

消防緊急援助隊が１週間程度活動できる施設、備品の整備及び防災備品の備蓄の確保を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

当市が受援を受けた場合、緊急消防援助隊の宿泊施設の確保が困難

・事業実施上の検討課題

成果指標

緊急援助隊資機材整備率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
他都市からの消防緊急援助隊の受
援活動がスムーズにできる体制の
確保及び当市の消防緊急援助隊が
他都市へ応援する時に必要な備品
の整備、備蓄を行う。 ☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

消防組織法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

8023 (決算) 8080.00

10024 (予算) -100.00

10025 (計画) -100.00

10026 (計画) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

236 13023 (決算) 282 518

1,104 13024 (予算) 291 1,395

3,051 13025 (計画) 290 3,341

954 13026 (計画) 290 1,244

830 13027 (計画) 289 1,119

830 13028 (計画) 289 1,119
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事　業　評　価　シ　ー　ト 緊急消防援助隊運用事業245191

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

ほぼ適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 緊急消防援助隊運用事業245191

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
9
10

地震等大規模災害に対し、迅速かつ効果的な人命救助活動の確
立が必要とされる。 9

9
10

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
8
8

大規模災害に対する、迅速な援助活動が必要と思料される。
9
8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
9

迅速かつ効果的な人命救助活動を実施することで、被害の軽減が
図れる。 8

9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
7

市民の生命財産を保護することは、市民に対して公平と考える
10
7

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

逼迫している大地震に対し対応能力の向上が求められている。
9
9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

A ・
B ・
B ・

B ・
A ・

A ・
B ・

A ・
A ・

B ・
A ・
A ・

A ・
B ・

B ・

B ・
A ・

A ・
B ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

消防緊急援助隊としての役割を十分発揮するためには、必要な資機材の整備は欠かせず、必要性は極
めて高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 県央三市消防指令業務共
同運用事業

245204

245204 県央三市消防指令業務共同運用事業

共に考え　共に歩む　安心のまち

消防

消防の広域化・共同化

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

特定の受益者なし

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

消防指令センター建設工事（基本設計・実施設計）及び消防救急無線の共通波、活動波（基本設計・実施設計）の整備
を行う。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

消防管理課消防

市事業主体 補助補助単独 継続新規・継続

平成 23 年度 平成 28 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２２年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

- - -23 (決算) - - -- - -

- - -24 (予算) - - -- - -

- - -25 (計画) - - -- - -

- - -26 (計画) - - -- - -

- - -27 (計画) - - -- - -

- - -28 (計画) - - -- - -

県央三市消防指令業務共
同運用事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 県央三市消防指令業務共
同運用事業

245204

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

消防指令業務を三市（座間・海老名・綾瀬市）で共同運用することにより、業務の効率化、コスト削減及び人員の適正配
置を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

　三市の共同運用なので、共同運用以外の部分についての調整（同報無線等）が必要になる

・事業実施上の検討課題

成果指標

各種装置等の整備率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
各種装置等の整備率

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｃ　（コストを削減して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
　三市指令センター・指令台等の整備

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

2023 (決算) 20.00

5024 (予算) -50.00

7025 (計画) -70.00

10026 (計画) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

0 12623 (決算) 274 274

32,145 15024 (予算) 336 32,481

257,169 9025 (計画) 201 257,370

204,136 9026 (計画) 200 204,336

13,060 4027 (計画) 89 13,149

13,060 4028 (計画) 89 13,149

県央三市消防指令業務共
同運用事業

245204562/1292 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 県央三市消防指令業務共
同運用事業

245204

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（10点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

県央三市消防指令業務共
同運用事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 県央三市消防指令業務共
同運用事業

245204

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
10
9

消防情勢の変化から、消防の広域化、共同化は必要不可欠な流
れとなっている。 9

10
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

10
10
10

指令業務の共同化は、コスト面、人的面において、効果は大であ
る。 10

10
10

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

指令業務の共同化は、今後の消防の広域化につながる。
9
9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

三市で指令業務を共同化することで、災害事案に対するスケール
メリットがあり、市民の対応が迅速にできる。 9

9

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

老朽化した指令システムを早期に更新する時期が緊迫している。
9
9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

三市で共同化することにより災害事案に対するスケールメリットがある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

県央三市消防指令業務共
同運用事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 救急救命士養成事業245304

245304 救急救命士養成事業

共に考え　共に歩む　安心のまち

消防

職員の資質向上

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

消防職員

重症患者（重篤）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

救急救命士の養成及び救命救急処置の拡大により、包括的指示下での除細動の実施、気管挿管の実施のための継続
的な再教育を医療機関で行う。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

救急救命士の養成者数 32 人

救急救命士による特定行為実施件数 90 件

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

消防管理課消防

市

救急救命士法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 23 年度 平成 28 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成７年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

救急救命士の養成者数 救急救命士による特定行為実
施件数

22 90 -23 (決算) 22 95 -68.80 100.00 -

23 90 -24 (予算) - - -71.90 100.00 -

24 90 -25 (計画) - - -75.00 100.00 -

25 90 -26 (計画) - - -78.10 100.00 -

26 90 -27 (計画) - - -81.30 100.00 -

27 90 -28 (計画) - - -84.40 100.00 -

救急救命士養成事業245304565/1292 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 救急救命士養成事業245304

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

救急救命士を高規格救急車に配置し、高度救命処置を施し救命率を上げ、市民の生命保護を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

　現在救急救命士人員は20名。救急救命士の配置人員は24名を計画しております。なお、１１９番受信時に口頭指導及
び救急事務の総合処理等を考慮して救急救命士の配置が強く求められる。また、救急救命士の年齢を考慮し更新が必
要である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

救急救命士の充足率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
養成済み救急救命士数／計画養成救
急救命士数×100

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
　救急救命士の数を増すことにより、更に市民の安全保
護の向上を目指す。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

救急救命士法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

6823 (決算) 6868.00

7124 (予算) -71.00

7525 (計画) -75.00

7826 (計画) -78.00

8127 (計画) -81.00

8428 (計画) -84.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

5,355 328923 (決算) 7,147 9012,502 138,911

6,665 320924 (予算) 7,182 9013,847 153,853

6,165 325725 (計画) 7,273 9013,438 149,310

6,665 330526 (計画) 7,360 9014,025 155,836

6,665 335327 (計画) 7,450 14,115

7,165 340128 (計画) 7,557 14,722

救急救命士養成事業245304566/1292 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 救急救命士養成事業245304

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

十分効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（10点）

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 救急救命士養成事業245304

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
8
9

救急救命士の質の向上を図り、救命率の一層の向上のため必要
である。 9

8
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

10
8
9

救急救命士の資格取得者の新採用などすることで、現役からの資
格取得を抑えている。 10

8
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

専門化する救急対応には、救急救命士は必要である。
9
9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

多種多様にわたる救急事案に対応することで市民全体に貢献して
いる。 9

9

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

多くの救急救命士を育てることが、救命率向上につながる。
9
9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
A ・

A ・
B ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
B ・
A ・

A ・
B ・

A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

社会ニーズからもその必要性は高く、救急救命士の初期的処置は、救命率の向上に欠かせない。また、
除細動、気管挿管の実施など、新たな救命処置に的確に対応できるよう養成に努める必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 防火対象物消防同意事業245404

245404 防火対象物消防同意事業

共に考え　共に歩む　安心のまち

消防

火災予防対策の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

消防防火対象物

特定の受益者なし（全市民）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

建築許可等の同意において適切な消防設備の設置（住宅用火災警報器含む）、維持管理及び防火管理者の選任を指
導する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

住宅用防災警報器催物会場での啓発（年間） 2 会場

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

予防課消防

市

消防法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 23 年度 平成 28 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和４２年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

住宅用防災警報器催物会場で
の啓発（年間）

4 - -23 (決算) 4 - -200.00 - -

3 - -24 (予算) - - -150.00 - -

2 - -25 (計画) - - -100.00 - -

2 - -26 (計画) - - -100.00 - -

2 - -27 (計画) - - -100.00 - -

2 - -28 (計画) - - -100.00 - -

防火対象物消防同意事業245404569/1292 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 防火対象物消防同意事業245404

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

建築許可等の同意において適切な消防設備の設置（住宅用火災警報器含む）、維持管理を促し火災の発生を未然に
防ぎ対象物の防火防災対策の確立を図る。また、防火管理者への防火管理業務を指導することにより、防火管理者が自
主的に専門的知識を生かすことで、対象物の防火管理体制の確立を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

住宅用防災機器については一般住宅への設置のため普及率の状況把握が困難であるが平成23年6月からの義務化に
伴い、さらに普及率の向上に努めると共に既に機器設置世帯への適正な維持管理指導を行うことが必要となる。
老朽化した車両の更新

・事業実施上の検討課題

成果指標

住宅用防災警報器催物会場での啓発成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
（催物実施会場数/年間計画数）×100

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
　新築住宅は、建築消防同意時設置確認できるが、既存
住宅については義務化の開始をさらに周知し、普及率の
向上を図る必要がある。また、すでに機器を設置した世帯
については適正な維持管理を指導していくことが重要で
ある。 ☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

消防法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10023 (決算) 100100.00

10024 (予算) -100.00

10025 (計画) -100.00

10026 (計画) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

872 263423 (決算) 5,724 51,0006,596 129

662 268024 (予算) 5,998 31,0006,660 215

1,134 268025 (計画) 5,984 31,0007,118 230

1,265 268026 (計画) 5,968 31,0007,233 233

1,661 268027 (計画) 5,955 31,0007,616 246

1,804 268028 (計画) 5,955 31,0007,759 250
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事　業　評　価　シ　ー　ト 防火対象物消防同意事業245404

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（10点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

防火対象物消防同意事業245404571/1292 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 防火対象物消防同意事業245404

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
10

消防法に基き、建築物の計画段階で防火上の観点からチェック
し、予防行政の目的を達成するものである。また、消防法改正より
一般住宅に住宅用火災警報器の設置が義務付けとなり啓発活動
を実施する。

8
8
10

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
8

他の事業と分担しながら効率的に執行している。
8
8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
9

事業達成は火災予防の向上につながる。
8
9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

消防同意は、建築物の安全性を確保するためことで市民全体に
貢献する。 10

10

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

法に基く事業のため、優先性は高い。
9
10

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
A ・

B ・
B ・
B ・

B ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

B ・
B ・
A ・

B ・
B ・

B ・

B ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 10A ・9

内部評価

10

A
点

平均 Ｃ ・ 9 10A ・

内部評価

10

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

適切な消防設備等の指導及び防火管理者の選任は、火災発生の未然防止及び対象物の防火防災対
策の確立において必要性は高い。消防法の改正に伴い、住宅用防災機器の設置が義務付けられたこと
から、普及率の向上に努める必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 危険物施設許認可事業245407

245407 危険物施設許認可事業

共に考え　共に歩む　安心のまち

消防

火災予防対策の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

危険物施設、事業所等

施設の事業者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

危険物施設の維持管理の許認可等業務において、製品の製造や設備・施設の構造・位置について適正な指導を実施
する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

適正危険物施設数 157 施設

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

予防課消防

市

消防法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 23 年度 平成 28 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和４２年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

適正危険物施設数

157 - -23 (決算) 157 - -100.00 - -

157 - -24 (予算) - - -100.00 - -

157 - -25 (計画) - - -100.00 - -

157 - -26 (計画) - - -100.00 - -

157 - -27 (計画) - - -100.00 - -

157 - -28 (計画) - - -100.00 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 危険物施設許認可事業245407

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

施設の適切な運営を図ることで、事故の未然防止及び施設の災害の発生予防と被害の軽減を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

現状を維持する。

・事業実施上の検討課題

成果指標

適正危険物許認可施設率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
危険物施設数/危険物許認可完成施
設数×100

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｄ　（コストを現状維持＝最大限にコストと成果がバランスがとれている状況）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

消防法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10023 (決算) 100100.00

10024 (予算) -100.00

10025 (計画) -100.00

10026 (計画) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

155 234623 (決算) 5,098 5,253

195 215024 (予算) 4,812 5,007

405 215025 (計画) 4,801 5,206

195 215026 (計画) 4,788 4,983

195 215027 (計画) 4,777 4,972

195 215028 (計画) 4,777 4,972
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○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

危険物施設許認可事業245407575/1292 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 危険物施設許認可事業245407

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
10

消防法に基き施設の確認を行い、事故の未然防止など予防行政
の推進を図る。 8

8
10

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
8

事業としては縮小傾向にあるが、分担しながら効率的に執行して
いる。 8

8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

危険物規制は、火災予防上必要であり、有効と考える。
9
9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

危険物行政は、市民が何らかの規制を受けており、公平性を保つ
ことが必要である。 9

8

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
9

法に基く事業のため、優先性は高い。
8
9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
A ・

B ・
B ・
B ・

A ・
A ・

A ・
B ・

B ・
A ・

B ・
B ・
A ・

B ・
B ・

B ・

A ・
A ・

A ・
B ・

B ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

危険物施設の安全性を確保し、事故の未然防止のため、施設の維持管理における許認可業務は重要
であり、極めて必要性は高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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